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くみあいニュース山口大学教職員組合（2020年 9月 10日 Thursday） 

第 222号（2019 年度-第１号）／電話：083-933-5034・メール：fuy-union@ma4.seikyou.ne.jp 

 

助教など任期付き教員、再任後は全員「新年俸制」適用？ 
～当事者への説明も組合との交渉も全く行わない人事委員会決定（7/6）は無効～ 
 

 山口大学は、7月 7日（火）の第 195回部局長会議に「任用更新者の給与決定につ

いて」との報告資料を提示し、会議終了後には同様の通知を副学長２名（総務企画担当

及び人事給与マネジメント担当）の連名で各学部長等に発出しています。通知では、こ

れから任用審査を行う際は「任用更新の条件として任用更新後の給与は年俸制を適用す

ることを必須とします」とし、すでに審査を終了している場合も「年俸制での任用更新

となるよう協力願います」としています。 

要は、任期付き教員が採用から５年目の再任審査を経て、「任用更新」された後は、全て、月給制から新年

俸制へ移行させることを人事委員会で決定したというものですが、労働条件の大きな変更であるにも関わらず

当事者の皆さんへも組合へも事前説明は全くないままの「決定」であり、学長・副学長等 7名の「人事委員会

委員」の良識と労使関係・労働関係法についての見識が問われています。 

そもそも、任期制教員の任用更新は通常の新規採用ではなく事実上の雇用継続であることからすれば、本人

の了解・合意も組合との交渉もなしに不利益変更となる可能性を含む労働条件の重大な変更を行うことは了解

しがたいものです。 

 

組合、人事委員会決定・副学長連名通知の撤回を求める（9/4） 
 

事態を重視した山口大学教職員組合は、９月４日（金）に担当副学長２名に宛てて「任用

更新者（任期制教員）への年俸制適用について」とした申入れ書を提出しました。 

申入れ書では「『新年俸制』導入と移行は、在職教員については本人の希望・合意が前提と

なっています。しかも、組合との協議・交渉の場でも、また、２月・３月に開催された全教員対象の説明会の

場でも、任期制教員の任用更新後に新年俸制を適用するという話は一切なかったことからしても、およそあり

得ない『決定』であり、労働契約法の定めからしても無効であると言わざるを得ません。」とした上で、ただ

ちに撤回することを求めました。 

 

全教職員配布 

 

新年俸制への移行は、在職者はあくまで希望・合意が前提のはず 
～助教をはじめとする任期付き教員の皆さん、組合へご意見をお届けください～ 

  

２月・３月に行われた全教員対象の「人事給与マネジメント改革説明会」に出席され、「在職者の新年俸

制への移行は本人の希望・合意が前提」との説明があったことをご記憶の方は、今回の人事委員会決定に驚

かれているかと思います。組合は今回の人事委員会決定と副学長連名通知の撤回を求めてとりくむ所存で

すので、ご意見などを是非お寄せください。来室・電話・メール、いずれも大歓迎です。 
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軍事基地拡大に歯止めを！～イージスアショア撤回（６月）に
続いて宇宙監視レーダー基地建設も中止すべきではないのか？ 
  

 この問題に科学者としてとりくみ、撤回判断に追い込む点で大きく貢献されてきた組合員の方からの投稿

がありましたので、以下に掲載します。 

 

イージス・アショア基地計画が中止される！ 

 

 萩市むつみの陸上自衛隊演習場にレーダーとミサイルのイージス・アショア基地を建設するという計画は、

2017 年 12 月に国会に諮ることもなく閣議決定されて以降、地元の住民に不安と心配をかけてきました。しか

し、6 月 15 日に突然と河野防衛大臣が計画中断を記者発表し、その後の政府の会議でも了承されて、防衛省

の現地事務所も 7 月末で撤収となりました。防衛相は迎撃ミサイルの補助推進装置：ブースターを安全に落下

させることが出来ず、地元の理解が得られないことを理由に挙げており、地元住民の粘り強い反対運動とこれ

に連帯した教職員・OB 有志の取組が勝ち取った成果です。 

 イージスというレーダーと迎撃ミサイルが一体となったシステムは、もともと米海軍の艦隊をミサイル攻撃

から守るために開発されたもので、弾道ミサイルを迎撃するのに使えるという触れ込みで、海上自衛隊の護衛

艦に導入されたものです。2017 年 1 月にトランプ氏が米国大統領に就任すると、アメリカ・ファーストで米

国からの農産物や工業製品を大量輸入するか、あるいは兵器購入かの圧力があり、これに屈した安倍政権は、

2017 年 8 月の日米２＋２会議（日本側は小野寺防衛大臣と河野外務大臣が出席）において、イージス・アシ

ョアの購入を表明しました。日米が数千億円と 10 年以上の歳月をかけて改良してきた新型の迎撃ミサイルを

使用し、秋田と山口の 2 基のイージス・アショア基地で日本全土を短距離および中距離弾道ミサイルから守る

という触れ込みでした。 

 2018 年度の政府予算が執行されると 2018 年 6 月に防衛省は秋田と山口に基地建設の適地調査を申し入れ

てきました。地元説明会では、一端ことが起こると真先に攻撃対象となることへの不安、環境破壊、まちづく

り計画との矛盾のほかに、迎撃ミサイルのブースターが基地周辺に落下し、地元民は背中から攻撃を受けるも

同然という不安が住民側から表明されました。これに対して防衛省はむつみ演習場内にブースターは落下させ

るから心配はないと言い、地元首長への大臣の公印付きの回答書でもそのように言明してきていました。 

 その後、2019 年 5 月と 12 月の適地調査報告書でもブースターは安全に落とせると防衛省は繰り返してい

ましたが、防衛省は米国側と打ち合わせてきたが、ブースターを演習場内に落下させるにはさらに数千億円の

改修費用と 10 年の歳月が必要と分かったということです。そうまでしてイージス・アショア計画を推進する

のは合理性に欠ける、つまり 10 年も経てば、この弾道ミサイル迎撃システムは完全に陳腐化し、役に立たな

くなることを防衛省は認めざると得なくなったと言われています。計画撤回とは言え、地元にはさんざんに心

痛を掛け、国費の数百億円の支払い済みの金と、今後の違約料は無駄になり、一体、誰が判断ミスをしたのか、

糾されねばなりません。 

 そもそもイージスシステムは基本設計から 40 年を経過し、その後に進歩をとげている弾道ミサイルや極超

高速滑空弾には現行の迎撃ミサイルでは対応できないと言われています。盾を堅牢にすればそれを凌ぐ矛が誕

生するという兵器開発のイタチごっこです。イージス・アショアは対北朝鮮であったが、今や米中対決の様相

を呈し、日米軍事同盟の狙いに変化が見られるのが今回の戦略変更の遠因であると論評されている所以です。 

 イージス・アショアは撤退となりましたが、山陽小野田市では宇宙防衛戦争を睨んで宇宙監

視レーダーの設置準備が進み、岩国の米国基地は東洋一の規模に拡充が進んでいます。無理を

ごり押しの辺野古海上基地建設は撤回の兆しさえありません。際限のない核兵器開発競争は緊

張こそもたらしたが、世界の各地での紛争の平和的解決には何の役にも立ってはいないといえ

ます。 

終戦 75 年にあたり、戦争の危機の宣伝に徒に惑わされてはいけない、わが国には平和憲法

という素晴らしい武器があるということをあらためて確認すべきでしょう。 

（2020 年 8 月 M 生） 


